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　2000年度はアルジェリア、モロッコ、チュニジアにおける経済構造改革の進捗状況を検討し、
3月にはモロッコ、チュニジアならびにリビアを訪問し以下5点にわたるヒアリングを行ない、
資料を収集した。なおアルジェリアに関してはフランス貿易保険機構を訪れ、アルジェリアの
経済問題担当者と意見交換を行い、資料の提供を受けた。
（1）チュニジア、モロッコの社会・経済開発計画の評価
（2）チュニジ、モロッコの経済構造変容の推移（貿易構造との関連）
（3）チュニジ、モロッコにおける民営化の進捗情況（構造改革との関連）
（4）チュニジアのフリーゾーンの現状評価
（5）EUによる北アフリカ諸国経済の評価
（6）リビアの経済開発計画と外資導入政策
　チュニジアは、95年7月、2010年までにEUと完全な自由貿易を実現するためEUと協力協
定を締結し、モロッコは96年2月に締結しそれぞれ国内経済改革に着手している。
　北アフリカ諸国のなかで最大の経済規模を誇る産油国アルジェリアは、92年以降政治危機に
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見舞われていたが、98年4月成立したブーテフリカ新体制のもとでテロ活動は沈静化し、同政
権は2001年度に協定調印を目指してEUとの交渉を重ねている。2000年度の研究では、現在ア
ルジェリア政府が提起している構造改革プログラムの分析に重点を置いた。
　またリビアは、1988年12月に発生した英国スコットランド上空でのパンナム機爆破事件、89
年9月に発生したニジェール上空でのUTAフランス航空機爆破事件を契機として国際社会か
ら孤立し、92年4月、国連による制裁下に置かれていた。しかし99年3月、リビア政府はパン
ナム機爆破事件の二人の容疑者を国連に引渡し、2001年1月にはオランダの法廷において控訴
を取りやめた。’tうしたなかで、リビアに対する強硬な姿勢を取りつづけていた米国も制裁措
置を部分的に解除、フランス、イタリア、英国は同国と国交を正常化し、原油資源開発を中心
とした経済協力関係を緊密化しつつあり、リビアは国際社会への復帰を果たしつつある。2000
年度の研究においては、国際社会から途絶していたリビアの経済構造の分析に重点を置き、同
国の経済の実態を解明することに努めた。
　しかし、2000年11月にマルセイユで開催された第4回EU・地中海諸国閣僚会議は、既に協
力協定を締結している諸国からEUが地中海沿諸国に対して約束した経済援助が履行されてい
ないとして多くの批判が出された。本年度の研究では、EUとの協力協定に基づき地中海自由
貿易圏創設への具体的作業を進めているチュニジア、モロッコが抱えている問題、2010年を目
標とした経済開発計画の進捗情況を調査した。この過程で明らかにされたことは、アルジェリ
アを含めてこれら北アフリカ諸国のいずれもが、自由貿易圏創設には表面的には賛意を表明し
ながらも多大の懸念を抱いているということであった。モロッコの場合、同国はEUと協約し
た関税率引き下げを履行しておらず、チュニジアはCP（カウンター・パーチセイズ）政策を
とりつづけている。アルジェリアでは、地中海自由貿易圏への参加をめぐり政府と国営企業と
の間で大きな議論が展開されている。またEUも協力協定に調印した地中海南岸諸国に対して
協約不履行を口実に財政援助の実行を渋っている。今回の研究では、EU諸国とは異質ともい
える経済構造をもっているマグレブ諸国の経済構造の特質を分析し、EUとの経済協力の進捗
情況、2001年3月に再起動したマグレブ・アラブ同盟（UMA）に対する各国の政策を把握する
ことに力点を置いた。
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